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論 文 内 容 の 要 旨

本論文の構成 は以下の通 りである。

第一部 ドイツの行政組織法論

第一章 行政組織法(論)の 位置付 けと方法 一 歴史的概観

一 は じめに

二"転 換点"と しての○.マ イヤー

三 〇.マ イヤーの行政組織法論

四 〇.マ イヤー以後

五 おわりに

第二章 行政 「組織法」の概念

一 はじめに

二 広義の行政 「組織法」概念

三 シュナ ップの行政 「組織法」概念

四 おわ りに

第三章 行政組織構成単位論
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一 はじめに

二 〇.マ イヤーの官庁概念理解 ・ 問題提起 にかえて

三 組織法的官庁概念の系譜 と内容

四Amt,Organ,AnstaltとBehorde

五 官庁概念の多義性

六 組織法的官庁(概 念)の 意義

第二部 日本の行政組織法論

序 章 行政機関 と行政庁

一 行政機関 ・行政組織法上 の基礎概念

二 行政官庁法理論 ・ 伝統的な行政組織法論

三 「二 っの行政機関概念」論の登場 と展開

四 議論 の整理

第一章 行政官庁法理論

一 はじあに

二 伝統的官庁概念 の形成

三 行政官庁法理論の内容 と特徴

四 若干 の論点

第二章 行政組織編成権論

一 二っの 「法律による行政組織編成」観

二 歴史的概観

三 二っのアプローチにっいて

第三章 行政組織 における決定権限の内部移譲 と責任

一 問題 の所在

二 決定権限の内部移譲 と賠償責任者 四号前段住民訴訟 をめ ぐる学説 と裁判例

三 検 討

四 おわりに

二 行政組織法 は、行政作用法 ・行政救済法 と共 に行政法 の重要 な構成分野を成す ものであ りな

が ら、従来、他の二分野 に比べ、研究 の著 しく遅 れた分野であった。そのような分野 の研究 を深

化 ・発展 させて行 くためには、確固たる土台作 りか ら始める必要があり、基礎研究が不可欠 であ

る。本論文 は、 このような問題意識 の上 に、まず、第一部 において、 ドイツの行政組織法論 を素

材 として、行政組織法の方法論 とその行政法全体における位置付 けを問題 とし(第 一部第一章)、
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また、行政 「組織法」概念 の解明を試み(第 一部第二章)、 更:に、行政組織 を法的 に把握 す る際

の道具 として不可欠 な行政組織構成単位に関す る諸概念 にっ いて、「官庁(Beh6rde)」 概念 を中

心 に、詳細な分析 を行 う(第 一部第三章)。 ドイツは、我が国 の伝統 的な行政組織法論 の骨格 を

形作 る 「行政官庁(法)理 論」の 「母国」であると考え られてきたのであ り、 ドイ ツ法 にっいて

の以上 のよ うな研究 は、 日本法 における従来の議論の正確な意味を改あて問 い直す手掛か りを得

る、とい う狙 いを持っ ものである。

第二部においては、第一部 における考察 を受けて、まず、我 が国行政組織法論上 の基礎概念 で

ある 「行政機関」 と 「行政庁」にっいて、概括的に論 じている。序章 は、伝統的 な行政官庁法理

論 における両概念の意味 と、(第 二次世界大戦後 にアメ リカか ら導入 されたといわれ る)「新 しい

行政組織法観」 に立っ とされ る国家行政組織法(昭 和二三年法律第一二 〇号)上 の 「行政機関」

概念 との関係を整理 ・再吟味 した ものであるが、行政組織構成単位 の法的考察 を通 じて、部分 的

なが ら日本行政組織法研究の指針 を示す ことにより、第一部(特 に第三章)か ら第二部へ と考察

を進める橋渡 しを行 う作業 としての意味を持 っている。次 いで我が国の行政官庁法理論 自体に分

析 のメスを入れたのが、第一章である。従来 日独共通の もの と考 え られて きた 「行政(官)庁 」

というものの捉 え方 に、無視できないズレがあることを指摘 した第一部第三章 の研究成果を踏 ま

えて、我が国の 「官庁」概念形成の歴史的経緯 とその背景 を示 し、それに基づ く行政官庁法理論

の特色を論 じている。

既に、第二部第一章四においては、行政官庁法理論をあ ぐる具体的論点 という見地か ら、我が

国行政組織法の具体的な問題 にも言及 されているが、同第二章及び第三章で は、更 にい くっ かの

論点をめぐり、よ り本格的な解釈論が展開されている。第二章では、行政組織法 に関する憲法上

の基本原則 といえる 「行政組織=法 律制定主義」を取 り上げ、行政権 にはどの程度 の自律的 な行

政組織編成権が認め られるかとい う問題 にっいて考察を加えている。その際注 目されるのは、 こ

こで も 「作用法的アプローチ」 と 「組織法的 アプローチ」 という分析枠組みを採用 し、方法論的

視点の意義 を重視 していることである。本論文の最:後に位置す る第二部第三章 は、更 に、行政組

織内部 に視座を据え、 これまで主 として行政学的研究 の対象 とされてきた行政組織 における意思

決定 システム(稟 議制 ・専決など)の 問題を取 り上 げて、法的考察の対象 としたもので ある。 こ

こに、本論文全体 を貫 く行政組織 の法理論的 ・規範論理的解明 という課題の積極的意義が、具体

的な解釈問題に即 して示 される。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

行政組織法 に関 し、かねてより我が国の行政法学 は、次の二つの基本的な問題 に対面 して きて

いる。第一 に、行政組織 に関する 「法理論」なる ものが、果た してまたどのような形 の もの と し

て成 り立 ち得 るのか、第二 に、その際、そ ういった 「法理論」の内容が果た してまた どのよ うに

して、行政作用法的な見地か ら独立 した、固有 の行政 「組織」法 たり得 るのか、 とい う問題 であ

る。本論文 は、 この二 つの問題 に真 っ向か ら立 ち向かい、問題解決のための出発点 を見出そ うと

した、極めて意欲的な論文で、従来 にない貴重 な学問的な成果を示 した ものである。

まず第一 に、行政組織に関す る学術的な研究 としては、従来おおよそ、その現状 に関す る行政

学的な研究か、或 いは、現行法制の成立 に関する歴史的な経緯 ・背景等 にっいての研究が見 られ

るのみで、行政作用法 ・行政救済法の分野 において広範に展開 されて きたような、現行法の法理

論的 ・規範論理的解明ない し法 ドクマーテ ィクとしては、極 めて貧 しいもの しか存在 しなか った。

その一つの原因 は、他の二分野においては、「行政権 の行使に対す る私人 の権利保護」 とい う視

角が明確 であ るため、規範論理の展開が容易であ ったのに対 し、行政組織法の分野 においては、

何人 のどのような利益が、 どのような意味において法的に保護 されるのか、 ということにっ き、

明確な視座が存在 しなか ったためである。本論文 は、まず この点 に関 し、 ドイッの学説 の分析 を

通 じて、 いわば行政組織法関係を担 う基本的単位(当 事者)は 何であ り得 るか、を徹底的 に分析

し、かっ、 これ ら相互 の間の法関係(行 政 「組織」法)と は、どのような意味を持っ ものであ り

得 るか、にっ き、鋭い考究 を行 っている。第一部第三章 における行政組織構成単位論、同第二章

における行政 「組織法」の概念 に関す る検討 は、 こういった意味を持 っている。その際、 これ ら

の問題 にっ いては、我が国 において十分な議論の積み重ねが無 いというのみな らず、 ドイッにお

いて も、その議論 は、極めて錯綜 し、 また、必ず しも統一 的な問題意識 に導かれたものである と

は言えないので、このような作業 を行 うにっいては、 自らの明確な問題意識 ・方法論 と、錯綜 し

た議論を明快 に整理で きるだけの頭脳並 びに論理の切れが特 に必要 となる。本論文 は、このよ う

に困難な条件 の下 に置かれた作業を、鮮 やかに行 っている。

第二 に、従来 の我が国に辛 うじて存在 した行政組織法論 は、いわゆる 「行政官庁法論」で あ っ

て、それは、行政組織 を構成する諸機関の中、特 に、その権限内容において私人 との接点 を有 す

る 「行政(官)庁 」を取 り出 し、その相互関係 について論ず るものであった。 しか しこのよ うな

視角の下 では、現実に行政組織内部で行政 の意思形成 のために機能 している無数の機関が、法 的

考察 の外 に取 り残 されて しま うことになる。そこで、行政組織法論が、真に固有の行政 「組織」

法論で あるためには、従来の行政官庁法論 を越えたところに、新 たに法理論の形成が行われ るの

でなければな らない。本論文が、第二部で行 っているのは、まさにこのような問題意識 に基づ く
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考察で あって、 とりわけ、第一章では、従来の行政官庁法理論 についての枠組み及 び内容 の総点

検が行われ、第二章では、行政組織 に関す る 「作用法的アプローチ」 と 「組織法的アプ ローチ」

の区別の必要が明確 にされ、また、第三章では、行政組織 を専 らその 「内部」か ら見 た場合 の法

的問題 の処理の在 り方についての示唆が、具体的な法解釈問題例を通 じて行われている。 これ ら

全 ての作業 を通 じて顕著であるのは、第一部 におけると同様、明確 な問題意識 と、周到な資料 の

渉猟に基づ く透徹 した分析であって、本論文 によって、今後我が国における行政組織法論 を新 た

に構築 して行 くための貴重な土台が築かれた ものということができる。

以上 によって、本論文提 出者 は、博士(法 学)の 学位を授与 され るに値す るものと認 める。
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